













Legislative Policy and Discrimination Against 
Sexual Minorities in Japan




 In Japan, sexual minorities are discriminated against both socially and legally. In order to confront this 
situation, this study will explore the possibility of the use of anti-discrimination laws from the viewpoint 
of sexual minorities. For this purpose, I will deal with the present situation of sexual minorities in Japan, 
the Japanese Constitution, and anti-discrimination laws in England and Wales. Finally, this study will 
discuss how anti-discrimination laws should be designed giving consideration to sexual minorities. In this 
part(2), I will continue the interpretation of the Japanese Constitution. In addition, the anti-discrimination 
laws in England and Wales will be introduced.
キーワード：性的マイノリティ、国際人権法、日本国憲法、イギリス法、差別禁止法
Keywords : sexual minorities, international human rights law, the Japanese Constitution,  
the Laws of England and Wales, anti-discrimination law
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（ 2）　差別禁止事由としての「性別」









































































































87）	 Toonen v. Australia, supra note	38.









































































































































































































可能である。「はじめに」で述べた 3 つの法的問題との関係を確認すると、第 1 に、同性カップルの
権利保障については、憲法第13条または第24条による対応が考えられる。第 2 に、トランスジェン
ダーの性別変更については、自己の身体の処分やライフスタイルに関して、第13条が憲法上の人権
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記第 1 の行為がハラスメントとされるため、これをイギリス国内法で実現する際に EU 法以上の定
義をおいたと評価することができる
160）
。
　第 5 の差別形態として、見せしめの不利益取扱いがある。その意味は、ある者が平等法により保
護される行為を行い、または行ったと信じられるために、不利益な取扱いを受けることである。保
護される行為とは、法に基づく手続きの申立て、証拠や情報の提供、法の違反の申立てなどであ
る
161）
。平等法注釈で紹介される若干の具体例を示しておく
162）
。女性が使用者に対して性差別の申立て
を行い、結果として昇進を拒否されれば、見せしめの不利益取扱いである。また、ゲイの男性が異
性愛者の顧客よりも一貫して不利益に取り扱われてきたとして居酒屋の店主を訴えたために、店主
が彼を居酒屋から完全に追い出すことである。このような例をみれば、差別の定義として重要であ
ることがわかる。
　以上 5 つの形態で、平等法は差別を禁止する。差別が発生する局面として法が規定するのは、雇
用、サービス（物資や便益の供給を含む）と公務、不動産の処分と管理、教育、団体、交通機関で
ある。差別の形態によって保護される事由が異なることはすでに述べたが、差別の局面によっても
保護される事由や形態が異なる。これらの差異につき、平等法が一本化されたとはいえ、具体的な
事例に法を当てはめる際には注意を要する。たとえば、不動産の処分と管理において、年齢、婚姻
もしくはシビルパートナーシップを理由に差別やハラスメントを行うことは、不動産に関する規定
で右事由が除外されるため、違法ではない
163）
。また、団体加入において、婚姻とシビルパートナー
シップを理由に差別やハラスメントを行うことも、同じ理由で違法ではない
164）
。これらの例外は、
2010年平等法以前の個別法の規定や、差別の事由や局面の性質による差異を反映している。
　平等法の執行については、イギリスが平等法以前から行ってきた、民事救済を踏襲している。平
等法に関する裁判管轄権は、民事裁判所が有している。サービスと公務、教育、および団体に関す
る訴えは、県裁判所（county	court）が管轄する
165）
。雇用に関する訴えは、雇用審判所（employment	
tribunals）が管轄する
166）
。
（ 2）　平等法の制度設計―公的機関の義務と積極的措置
　平等法は、前項でみた差別禁止と一体のものとして、公的機関による平等促進義務と積極的差別
是正措置についても規定している。
159）	Ibid.,	（3）.
160）	Council Directive	2000/78/EC	（2000）,	Article	2	（3）.
161）	Human Rights Act	1998,	Section	27	（2）.
162）	Equality Act	2010,	Explanatory Notes,	paras.	103-106.
163）	Equality Act	2010,	Section	32.
164）	Ibid.,	Section	120.
165）	Ibid.,	Section	114.
166）	Ibid.,	Section	120.
 239日本における性的マイノリティ差別と立法政策
　公的機関（public	authority）による平等促進義務とは、差別を撤廃し、機会の均等を促進し、差別
される人とその他の人の間に良好な関係を育む義務である
167）
。これらの義務を拡大する規定として、
差別事由を有する集団の不利益を取り除き、その集団のニーズに応える措置をとり、社会生活など
における参加を促進すべきことも明記されている
168）
。
　積極的差別是正措置（positive	action）の規定は、差別される集団が不利益を被る場合、差別され
る集団が特有のニーズを有する場合、もしくは、ある活動に対する特定の集団の参加が不合理なほ
どに少ない場合に適用される
169）
。さらに、差別される集団の不利益を解消すること、集団のニーズ
に応じること、ある活動に対する参加の促進を禁止しないことの 3 つが規定されている
170）
。この規
定は積極的な措置を妨げないことを平等法が明示したものであるが、具体的な措置をとる義務まで
は課されていない。
　公的機関の義務と積極的措置の規定には、差別による不利益、集団のニーズ、活動への参加とい
う 3 つの共通項が見受けられる。したがって、平等を促進するために法が想定した対応が、ここに
表れているといえよう。だが、政府をはじめとする公的機関が法に定める義務を具体的に遅滞なく
履行されるかについては、今後の成果をみなければならない。さらに、適切な積極的差別是正措置
がとられるか否かについても同じである。2010年平等法が「前労働党政権の置き土産」と称される
ように、同年の政権交代が差別禁止法制にとってどのような意味を持つかに注視する必要がある
171）
。
167）	Ibid.,	Section	140	（1）.
168）	Ibid.,	Section	140	（3）.
169）	Ibid.,	Section	158	（1）.
170）	Ibid.,	Section	158	（2）.
171）	鈴木隆、「注釈」、前掲注150、145頁。

